







質については、各施設の実践に委ねられており、評価される機会は少ない。また子育 支援の評価に関する論考も、いくつか見られるも の少ないのが現状である（蕨岡・亀島、２００６） 。一方、保育、学校教育においては、評価の重要性が指摘され、すで 自己 、











準に沿って行われるのかという点が最も重要であろう。子育て支援においては、具体的な支援 「支援の目的に沿って、適切に ているか」 「支援（計画）の目標が達成できているのか」という点が評価されることが多いと考えられる。
評価が誰によってなされるのかという点でも違いが
ある。支援者や施設職員によ 自己評価 広場の利用者による利用者評価、客観的かつ専門的視点から第三者が行う第三者評価などが考えられ 。そして誰が評価をするのかによって、評価の目的も異なるだろう。自己評価は、主に自己研鑽 研修の一環としることが多い。実践を りよくしていくための、改善プログラムとして捉える事もできるだろう。利用者評価は、利用者のニーズを把握し、子育て支援 有効性や満足度を知るこ ができる。また利用者の声を聞くことで、支援の計画の改善に役立て ことができる。さらに第三者評価は、近年、保育施設や大学など 多くで実施されており、事業評価や業務評価、適正評価がなされているが 子育て支援 分野では り一般的ではない。
評価の方法としては、量的評価と質的評価がある。

























2時点での得点を比較した。 その結果、 「Ⅰ環境設定」 「Ⅱ
関係をつくる」 「Ⅳ支援する」でプラスの変化が見られ、成長を自覚していることが示された。 「Ⅴ振り返る」 は、もともと数値が高く、学生が最初から自覚的に取り組んでいたものと考えられ 。
一方「Ⅲ課題を知る」の項目は「参加者自身の問題
に気付く」という高度な内容でもあり、数値も低く、差も見られなかった。 このようなコンピテンシーチェックリストを用いるこ によって、学生は自らの学びを振り返り、自分が子育て支援者 してどの程度目標を達成し得たかを考えるこ ができる。 まり支援者しての資質を高めるための自己研鑽 機会になったと考えられる。そして本調査では
2時点での比較を行う
ことで、教員は学生がどの側面で成長を自覚し いるかを捉えることができ、子育て広場 実践を取り入れたという本授業の意義を示すエビデンスの一つとなたといえる。支援の有効性 評価するために
次に、利用者による評価について述べていきたい。










































査の例としては、カナダで実施され ノーバディーズパーフェクトの有効性の評価 関す 調査が参考になるだろう（
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分けられた被験 実験 が受けるプログラムに参加することができない点でデメリットが生じるという批判があるが、こ 調査では将来プログラムを受けることを予約しているウェイティングリスト記載者を統制群に採用することで、そのような批判を回避している。
アンケート調査では、目的２「親の行動が効果的に
変化す 」に沿った変化が見 るかどうかを検討するため、子どもがルールを破ったり して欲しくないことをしたときに、どのように対応するかについて、
20項目のリストに挙げた具体的な養育行動やしつけ






フォローアップ後も維持されていることを明らかにした。目的３の親としての自信を高めるに関しては、自信に関する尺度の得点が、事前より事後の方が高くなるという変化が示された。しかし同様の変化は、統制群においても認められた。つまり、親とし の自信をより強く持つようになるという変化は、単に時間経過に伴う変化と う可能性もあり、プログラムを受けたことに る効果であるとは証明できなかった。
以上の調査結果より、このプログラムの有効性があ
る程度証明されたと言えるだろう。その上で、以下のような評価に関わる課題が考えられる。まずこの調査報告では、例えば参加者の年齢、子どもの年齢などによって有効性に違いがあ のかというこ 検討ていない。誰に対しても有効な支援なのか、それとも特定の親に対して有効なのか ついては、 まり明確ではない。また目的 沿っ 親の行動が 的に変化することに伴い、子どもにも変化 見られたのかなど、子どもの変化を捉える指標は調査されていな 。こプログラムの目的が 支援に重点を置いているということもあるが、子どもがどのように変化したのか、それを親がどのように捉え るのかは調査することができるのではないだろうか。子 も自身の は、親子の相互作用の観察などを、事前
―
事後に行うことで、
子ども自身の変化を捉えることができ かも れ い。
この調査は、ある程度決まったプログラムの有効性












支援の広まりという点も含まれるかもしれないが、どの程度影響しているかを検証することは容易ではない。もちろん子育て支援 地域に根ざ た取り組みであり、それぞれの 有効性が、出生率の上昇に直結するとは言い難いかもしれない。それで 全国で子育て支援の実践が蓄積されている現在、必要なのはやはり大規模調査研究だと思われる。例えば、子育て支援が進んでいる地域とあまり進 で ない地域との差を明らかにすることや、利用者と非利用者との比較をするために、地域ごとにあるいは全国的に調査を行うことが必要だろう。
ところで、子育て支援の評価に関する調査では、母
親の育児不安感・負担感軽減が有効性の指標とし 使用されることが多い。不安や負担が減るこ で、心理的にも子育てしやすい状況を作り出している いえしかし子育て 不安 負担が減 によって、子育てに対する親の意識がどのような方向に変化するのかについては、さらに検討 ていく必要があ だろう。例えば、不安や負担が減 で、も 一人産み育てたいと思う親がいれば、出生率の増加 つ ること
が考えられるが、子育てが楽しくなり、自分の時間をもっと有効に使いたいという思いが芽生えた場合は、現在の家族や自分の生活を重視して、新たな子どもを持つという選択にはつな らな かもしれない。子育て支援のゴールは、親の不安や負担を減らすことだけではない。子育て支援は、子育てそのものに対する意識を変えていく可能性があり、その意識は人々のライフスタイルに大きな影響を及ぼすと言えるだろ 。だからこそ、親の育児不安感・負担感だけでなく、より丁寧に子育ての意識を捉えていくことで 子育て支援を評価していく必要があると考えられる。
子育て支援の評価は、すでにその必要性は研究者や
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